
社団法人 日本人材派遣協会 発表

電話
FAX

＜要点＞

［派遣スタッフ実稼働者数］

　　１．派遣スタッフ実稼働者数は、前年同期比１０７．２％
　　　　　全国主要１０７社の派遣スタッフの実稼働者数は、７～９月期の月平均実稼働者数が３２万７,４６３人で、前
　　　　 年同期比１０７．２％となった。
          　地域別にみると、「中国」１３１．１％、「北海道」１０８．９％、「中部｣１０７．７％となっている。

　　２．職種別では、ソフトウェア開発１１３．９％、事務用機器操作１１２．０％が順調な伸び率
　　　　　　職種別のうち、２６業務でみると、ＳＥ・プログラマー等の「ソフトウェア開発」が１１３．９％で最も高くなった。
　　　　　　最大のシェアを占める「事務用機器操作」も１１２．０％と順調である。

　　３．製造業務の実稼働者数は、前年同期比１０９．２％となった。
　　　　　  ２００４年３月より派遣が可能となった製造業務の前年同期比は１０９．２％で前四半期の１３４．５％の伸びに
　　　　  比較すると今回はやや落ち着き気味の伸びとなった。

　　　　　　
［経営指標予測（３ヵ月後の見通し）］

　　１．「売上高」が７２．２ポイント、「派遣スタッフ実稼働者数」も同様の７３．１ポイントと業績好調予測　　
　　　 　　  「売上高」「派遣スタッフ実稼働者数」の指標が高い数値であり、派遣業界においては引き続き先行き好調な見
            通しである。

　　２．「派遣料金」は５９．０ポイントで、前四半期より多少減少気味。
　　　　 　  「派遣料金」は５９．０ポイントであり、前四半期の６４．２ポイントと比べると５．２ポイント減少した。
　　　　　　地域別では「東北」｢中国」「四国」では50ポイントと横ばい。

　　３．「新規登録者数」は５３．３ポイントで、前四半期より多少減少気味。
　　　　　　地域別にみると｢九州」で４５．５ポイントと減少予測となっている。

※　この第３四半期の調査では、前四半期同様、　全国107社の報告となっている。
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労働者派遣事業統計調査の報告
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２００６年７～９月期の実績と３ヵ月後の見通し

「派遣スタッフ実稼働者数　堅調に増加」
～ 対前年同期比は１０７．２％～

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　お問合せ先：（社）日本人材派遣協会　企画広報課



１．派遣スタッフ実稼働者数調査（概要）

全地域 北海道 東北 首都圏 中部 関西 中国 四国 九州

108.1% 93.9% 98.3% 108.5% 106.3% 110.0% 115.4% 112.4% 100.2%

107.6% 103.6% 100.7% 107.6% 112.6% 104.6% 133.6% 111.3% 100.4%

107.2% 108.9% 93.7% 107.0% 107.7% 106.1% 131.1% 106.3% 107.3%

① 「全地域」の前年同期比は、１０7．２％となった。

② 地域別の伸び率は、「中国」１３１．１％、「北海道｣１０８．９％、「中部」１０７．７％の順となっている。

③ 業種別の伸び率のうち、２６業務では、「ソフトウェア開発｣が１１３．９％がもっとも高く、「事務用機器操作｣が１１２．０％で続いている。

２．経営指標予測調査（2006年10～12月期の予測）

前回調査
全地域
DI
北海道
DI

東北
DI
首都圏
DI

中部
DI

関西
DI

中国
DI

四国
DI

九州
DI

全地域
DI

70.3 75.0 61.1 72.6 67.9 70.5 75.0 64.3 72.7 65.6

53.3 50.0 66.7 50.0 50.5 52.3 75.0 57.1 45.5 55.7

73.1 75.0 61.1 74.2 64.3 79.5 83.3 78.6 68.2 72.6

59.0 58.3 50.0 61.3 67.9 61.4 50.0 50.0 54.5 64.2

72.2 66.7 55.6 74.2 60.7 77.3 91.7 78.6 72.7 72.6

※ＤＩ(Diffusion Index)（景気動向指数）は､増加・横ばい・減少の見通しを数値化したものである。　　　　　　　　　　　　　　　　

　  50ポイントを分岐点として算出し、上回れば増加傾向、下回れば減少傾向となる。

増加回答数+横ばい回答数×0.5
 全回答数

① 「派遣スタッフ実稼働者数」が７３．１ポイントと最も高い同値を示している。次いで売上高の７２．２％となっている。

② 「派遣料金」は５９．０ポイントとなり、前四半期の６４．２ポイントと比べると５．２ポイント減少した。

　このたび、２００６年７～９月（第３四半期）の集計結果がまとまったので、その概要を公表する。

2006 年 11 月 20 日

社団法人 日本人材派遣協会 発表

　社団法人 日本人材派遣協会では、主要会員の協力により、全国８地域において四半期ごとに実稼働者数の統計調査を取りまとめている。

＜予測調査の要点＞

算式：

２００６年１～３月期

派遣先事業所数

新規登録者数

×100

実稼働者数 前年同期比

項　　　目

２００６年７～９月期

派遣スタッフ実稼働者数

派遣料金

売上高

２００６年４～６月期
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※　調査地域範囲

　首都圏：東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県

　九州：福岡県、長崎県、鹿児島県

　北海道：北海道

　東北：宮城県

　中国：広島県、岡山県

　四国：愛媛県、香川県

労働者派遣事業統計調査  地域別派遣スタッフ実稼働者数 対前年同月比 （グラフ）
２００６年７～９月(第３四半期)

　中部：愛知県

　関西：大阪府、京都府、兵庫県
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※　業務詳細

　1号：ソフトウェア開発

　5号：事務用機器操作

　10号：財務処理

　11号：取引文書作成

　26その他：政令26業務の1,5,10、11号を除いた業務全て

　26外その他：いわゆる自由化業務の「営業販売」「製造」を除いた業務全て

　中高年：45歳以上の中高年齢者（業務内容は問わず）

　紹介実績：紹介予定派遣の派遣労働者数

　紹介成約：紹介予定派遣で直接雇用に至った件数

労働者派遣事業統計調査  業務別派遣スタッフ実稼働者数 対前年同月比 （グラフ）
２００６年７～９月(第３四半期)
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　 社団法人 日本人材派遣協会では、主要会員の協力により、従来からは３地域において、また２００２年からは調査地域と協力会

員数を拡大し、全８地域で調査を実施している｡

１．調査協力会員数推移

従来3地域 調査地域拡大 調査地域拡大
（公表は従来3地域） （8地域での公表開始）

第1 第2 第3 第4 第1 第2 第3 第4 第1 第2 第3 第4 第1 第2 第3 第4 第1 第2 第3 第4 第1 第2 第3

首都圏 22 22 22 22 38 38 38 38 38 38 36 35 35 33 33 33 33 33 33 33 33 32 32

中　 部 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14

関 　西 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 23 23 23 23 23 22 22 22 22 22

北海道 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

東　 北 11 11 11 11 11 11 11 11 11 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9

中　 国 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

四　 国 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

九　 州 12 12 12 12 12 12 12 12 12 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11

合　 計 62 62 62 62 120 120 120 120 120 120 118 117 117 109 109 109 109 109 108 108 108 107 107

２．調査地域範囲

首都圏：東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県

中　 部：愛知県

関 　西：大阪府、京都府、兵庫県

北海道：北海道

東　 北：宮城県

中　 国：広島県、岡山県

四　 国：愛媛県、香川県

九　 州：福岡県、長崎県、鹿児島県

<注>

・2002年より調査地域は拡大したが､対前年比の公表を開始したのは2003年からであった。

・2003年第3四半期からは、首都圏が2社減少し36社、全地域総数では118社となった。

・2003年第4四半期からは、首都圏が1社減少し35社、全地域総数では117社となった。

・2004年第2四半期からは、東北、首都圏、中部、関西、九州地域で3社（延べ8社)減少し、109社となった｡

・2005年第1四半期からは、九州地域で1社減少したが、1社追加もされたため、協力会員数は変更なしの109社となった｡

・2005年第3四半期からは、関西地域で1社減少し22社、全地域総数では108社となった。

・2006年第2四半期からは、首都圏地域で1社減少し32社、全地域総数では107社となった。

2005

労働者派遣事業統計調査　（調査地域範囲と協力会員数推移）

　 調査地域範囲及び協力会員数の推移は以下のとおりである｡

2001迄 2002 2003 2004 2006




